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４．プロジェクト企画調査の概要 

 本企画調査は、今後予想される水・食糧危機への対応策の一つとして、地域に根差した

新しい漁業と食文化の創出、発展を、大阪湾とその周辺地域で実証することを目指したも

のであり、本提案における多世代共創の明確化や、目指すビジョン、そこに至るプロセス、

評価指標を具体化するために、８項目からなる調査を実施した。 

 

５．事後評価結果 

５-１．プロジェクト企画調査の目標達成状況 

 プロジェクト企画調査の目標については一部達成されておらず、プロジェクト提案に向

けては、より一層の検討や具体化が必要と思われた。本提案は、持続可能な社会を実現す

る上で重要となる食料等の問題に対し、近海での環境負荷の低い漁業に着目して、新しい

漁業と漁村を核とした多世代コミュニティの創出を目指すものであり、大変興味深い。し

かしながら、本提案における多世代共創が依然として不明瞭であり、共創のイメージや、

共創を促す具体的な構想が十分に伝わってこなかった。また、魅力ある次世代型漁業の具

体化に向けては、特に流通に関してより踏み込んだ検討が必要と思われた。本提案は、当

初から対象とする地域の漁協や、漁師と住民との交流活動を支援する NPO、地物を扱う飲

食店、海の再生に取り組む企業などが連携・協働携相手として想定されており、研究者の

みならず多様な関与者による問題や構想の具体化が期待された。しかしながら報告からは、

漁協や NPOをはじめとする現場の人々の姿や対話の状況があまり窺えず、躍動感が十分に

伝わってこなかった。 

 

 

 



５-２．研究開発プロジェクトの提案に向けて 

 持続可能な社会の実現に向けて、近海の漁業の重要性についてより簡潔に、分かりやす

く示していくこと、そして、なにわの海で実証することの意義を明確することが望まれる。

また、本提案における多世代共創のイメージをより具体化することが求められる。どのよ

うな多世代（子ども、若者、高齢者や、漁師、地域住民等）が、どのような交流を行うこ

とで、何を共創していくのか、持続可能性との関係も含めて提示することが必要である。

更に、目指すビジョンとして掲げられた生産、流通、消費の一連のサイクル実現に向けて

は、目指す漁師像や多様な流通モデルをはじめ、新しい漁業のビジネスモデルについての

より具体的なイメージと実現に向けて解決すべき問題の掘り下げが望まれる。その際、連

携・協働する関与者と共に検討することで、社会実装に結びつくような具体的なリサーチ

クエスチョンや、プロジェクトの実施計画、具体的な成果の明確化が可能になると思われ

る。それらの成果によって、地域や漁師、地域住民の人々等に対して、どのような変化を

促そうとしているのか、またどのような効果がもたらされるのか、についても明確化が望

まれる。 
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